















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































販売事業の ｢無条件委託 ･平均販売 ･共同計算｣
の3原則にもとづく連合会利用によく現われてい
る｡
この連合会利用の方法は,例えば購買事業につ
いていうと,商品を購入するさいに決定すべき諸
条件である購入先,購入価格,現物の引取と受渡
しの時期,代金の決済条件などを,すべて連合会
に委任し (無条件委託),農村での不需要期を も
ふくめて周年的に購入して,需要期の高値吊上げ
を崩し (計画購買),購入価格や購買諸費用お よ
び運賃を全購入量について平均化することである
(共同計算)0
こうした購入方法は,農協の経営権のうちの商
品購入決定権を,連合会に委譲することによって
可能となる｡いうまでもなく経営権の一部委譲
は,連合会の定めた ｢購買事業取扱要亀｣を,農
協が承認する限りでの条件的なものである｡しか
し,商品の供給が巨大産業資本によって独 占さ
れ,その資本企業が連合会利用の取引を有利とし
て,連合会を媒介にした取引以外は,農協との取
引を拒むはあいは,農協の連合会利用は不可避で
あり,購入条件を決定する経営権の委譲は事実上
強制的となり,固定的なものとなる｡また,農協
が購買事業資金に不足し,府県信連からの借入れ
を必要とするばあい,府県信連が米代金を見返り
にし,連合会からの購入を条件にするなどして,
資金を融通する方法をとるかぎりにおいて,この
経営権委譲は事実上強制の性質を帯びるようにな
る｡
農協の経営権の連合会への委譲の関係は,販売
事業にもみることができる｡農協と連合会の販売
事業の主要な部分をしめる米麦は,農協が予約申
込の受付,集荷と倉庫搬入の業務を,経済連と全
販達が政府-の売渡し事務をおこなう建前となっ
ている.この業務はすべて ｢食糧管理法｣に準拠
するのであるから,農協も連合会もともに経営権
の任意な行使は許されていない｡また ｢農産物価
格安定法｣(1953年8月公布)によって,政府 の
需給調整の対象となった品目である,澱粉,菜種
もほぼ同じ事情にある｡この品目は,連合会によ
って販売価格と販売諸費用の共同計算がおこなわ
れているから,農協の販売経営権は連合会に固定
的に移譲されているとみることができる｡
(4)農協経営権の喪失状況
以上の考察によって明らかなように,農協の経
営権は法律,政令および行政指導によって,また
連合会の取扱要領によって,多面的な制約をうけ
ている｡その一部は行政庁の監督権に吸収され,
他の一部は連合会の経営権に吸収されて,組令員
主権は及ばない状態になっている｡この状態につ
いてさらに考察をつづけよう｡
農協と連合会の関係において,農協の経営権が
連合会の経営権に吸収されて固定化し,また政府
の監督権に吸収されるなどして,組合員主権の及
ばない状態におかれた状態は,異常といわなくて
ほならない｡すでにのべたように本来,農協の経
営権は組合員主権の掌中にあって,組合員主権の
企業経営の場における表現形態にすぎないO
協同組合が企業経営の関係を必要とするのほ,
組合員のおこなう事業活動を補強する限りのこと
であって,企業経営による商業的活動が,組令員
の組畝活動としての商業行為に代替するものでは
ない｡また協同組合が連合会を設立するのは,個
別の協同組合の個別の事業を資本主義の大量取引
の経済に適合させ,協同組合の事業能力を増強す
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るためである｡しかし,これも前述したように,
連合会の大規模な事業運営は,連合会が卸売市場
に進出することを可能にし,連合会と協同組合の
関係は,社会的な卸売商業と小売商業の関係に影
響されて固定化するようになり,協同組合は連合
会の校能を任意に代替することができなくなる｡
そこに協同組合が連合会にたいして,経済的に下
属するにいたる新芽が生ずる｡
独占資本主義の段階に入るとともに,総体とし
て商業が巨大産業独占に隷属し,独占の商品配給
機構に転化する｡連合会は協同組合を介して,零
細分散の商品消費者に向けて,巨大産業独占の商
品を配給する商業企業となる｡商業的事業をつう
ずる,協同組合の連合会にたいする隷属は,こう
して決定的なものとなる｡
戦後農協は独占資本主義の段階にたっした資本
主義の社会で,しかも戦後の食糧危機の情勢のも
とで,政府の農業統制施策の実務機構として設立
された｡また,戦時の農業統制団体であった農業
会を直掛こ継承するものとして設立された｡全国
および府県の農業会の職業的な役員と幹部職員
が,農林官僚の支持をうけて設立を推進し,農協
が設立される以前に,府県連合会が設立されてし
まう状況さえともなった｡
設立の当初から,連合会が農協にたいして優位
にたつ関係があったが,農協と連合会が経営危機
におちいった1950年以降,あいついで法律にもと
づく｢再建整備｣と ｢整備促進｣がすすめ られ
た｡経営再建をつうじて,連合会優位の関係は確
定的なものとなった｡そして連合会の農協にたい
する優位の関係の確定は,あたかも独占資本が復
興から発展の時期をむかえ,独占資本主義の支配
が確立される状況を呼応していた｡1950年代後半
ははばそのような時期であった｡
連合会の農協にたいする優位は,何よりもまず
連合会と農協の事業関係を基礎にしており,その
事業関係はまた政府の農協にたいする監督の強化
によっても支えられた｡連合会と農協の事業関係
とは,農協の連合会事業利用の関係のことであ
り,農協の業務が連合会業務の系列的な延長とし
て配置されるような事業利用の関係である｡この
関係のもとでは,農協の事業は連合会による経営
に透した事業であり,連合会による経営に適さな
い事業は,農協の事業としても除外される｡
事業の系列的な関係が連合会と農協を質ぬいて
いるために,農協の事業遂行上の業務は,農協に
よる独自な編成を許されず,連合会による規制を
うける｡つまり農協は業務を編成する独自権限さ
え行使できない｡事業と業務をめく･って形成され
る連合会の農協にたいする優位は,企業経営の側
面においては,農協経営権の連合会経営権への吸
収として,また農協経営権の組合員主権からの離
脱として姿を現わす｡したがって,農協の経営権
喪失は農協の経営者としての役員 ･幹部職員の個
人的な悪意によって生ずるものではない｡それは
農協がおかれた独占資本主義の政治的な社会経済
的な構造によるものである｡
ところで農協の経営権喪失を単純に非とするこ
とはできない｡なぜならば,これを是とする見解
があるからである｡例えば先に紹介した,連合会
の整備促進のために発せられた農林事務次官通達
(1953年9月16日)は,連合会の ｢強化こそが組
合の強化の基本要件であることを自覚｣するよう
にもとめている｡
この通達の主旨からすると,農協の強化は連合
会の強化によって達成されるのであるから,連合
会が強化されることにともなう欠陥は相対的なも
のである,ということになる｡そしてこの論理を
もってすると,農協の経営権が組合員主権による
掌垣から離れて,連合会の経営権に吸収され,逮
合会が強化されることによって,農協の目的が達
せられることになる｡
連合会についてのこのような評価は,農林官僚
ばかりでなく,連合会の幹部役職員のあいだにも
ある｡例えば全国連合会の幹部役職員からなる連
合会整備促進審議会が作成した ｢事業連整備促進
における組合の役割｣という文献は,つぎの見解
を明らかにしている｡｢系統の販売事業,購買事
業は,農民と組合 (農協をさす- 引用老),孤
合と事業連との問の取引価格の差によって利潤を
かせごうとする商売ではなくて,全国農民の意志
を系統的な事業組畝を通じて結集し,事業的に結
集され,一つになった意志でもって資本主義社会
における取引を,農民全体にとって有利に推し進
めようとするところに本質がある｣(全国農協中
央会 『事業連の整備促進資料集』1955年3月,27
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頁)0
つまり,巨大独占体が支配する現在の資本主義
社会においては,全農民の取引を ｢事業的に結集
され一つになった意志｣にまとめることが必要で
あり,連合会はそうした結集の具体的な姿である
として,連合会に至上の意義を見出す見解がここ
にある｡この論理をもってすると,農協経営権の
喪失と連合会経営権-の吸収は,積極的に評価す
ることはあっても,非難さるべきことではないこ
とになる｡
農林官僚とともに連合会の幹部役職員が説く連
合会の効能,連合会に ｢事業的に結集された｣農
民の取引が,巨大独占の支配する ｢資本主義社会
における取引を農民にとって有利｣なものとする
効能は,はたして真理であろうか｡そうした有利
性が立証されるならば,農協にたいする連合会の
優位は肯定され,農協経営権の連合会経営権-の
吸収も積極的な評価を受けるであろう｡しかし,
独占資本主義にたいする農民の ｢有利｣は,ひる
がえって独占資本家階級の利害にかかわることで
あるから,現実性に乏しいと考えるのが順当であ
ろう｡したがってこの論はデマゴギーの域を出な
いとして置く｡現実にそくして考察をつづける｡
農民の組紋的結集の域をこえた農協の事業的な拡
大,また農協経営権を吸収して強化された連合会
経営権にもとづく事業活動,全国農民の取引の事
業的な結集とは,はたしていかなることを意味す
るのであろうか｡農協と連合会にわたるこの一連
の事業的結集,あるいは取引規模の拡大は確かに
取引方法の重要な変化である｡農民個人ごとある
いは農協ごとの小規模な取引は,連合会による大
規模な取引に変化した｡
しかし,この取引の変化は,農民と巨大独占の
置かれた経済上の地位関係に影響を与えない｡連
合会による大規模取引は,小規模取引で支出され
る商業的費用を節約し,節約した価値部分の独占
利潤にたいする追加を意味するものでしかない｡
また大規模取引あるいは取引の一元化による,独
占価格の水準の引下げを説く論者もあるが,独占
価格の水準の引下げは独占利潤の圧縮を意味し,
独占資本主義支配の存在にかかわるものである｡
しかし,独占資本主義支配は,連合会が農民に替
って独占資本と取引することによって変更の生ず
るものではない｡
むしろ農協の経営権を組合員主権か ら剥離 し
て,連合会経営権に吸収することを伴なった,農
民と農協の取引の連合会-の一元化と取引規模の
拡大は,その根底に農民の組織的結集の可能な域
をこえた,農協の蚊行的な事業量の拡大がある｡
ここに農民の組紋運動から諦離した,農協の資本
主義的な取引活動の端緒がある｡独占資本主義の
支配を終蔦に導びく力量は,農民の組織運動を一
部とする民衆運動にあるのであって,農民の組級
運動から舜離した,農協の資本主義的な取引活動
にあるのではない｡このことは,農民と農協の取
引を一元化して事業を営なむ,連合会の幹部じし
んが,体験をつうじてつとに理解していることで
はなかろうか｡
農協の経営権の喪失状況の考察を前提にして,
われわれは ｢農協法｣が,組合員である農民が主
権者として決定しうるがゆえに,その農民が出席
する農協の総会の決議事項として定めた事柄 (同
法30条,44条,46条)杏,あらためて考察しなく
てはならない｡法律によると,｢総会の決議事項｣
および ｢特別の議決｣事項は,つぎのごとくであ
る｡
理事 ･監事の選挙｡農協の理事 ･監事は定款の
定めによって,組合員が総会において選挙する｡
理論的には組合員がその利害から出発して,利害
に忠実な素質をもち,利害代表に必要な人数の役
員を別に定めた定款によって選ぶことができる｡
しかし,実際は行政指導と中央会の指導に よっ
て,｢少数精鋭｣の原則にてらして,経営者素質
をもった人物を,少数の定員の範囲で選ぶことに
なっている｡このために,組合員は大衆運動の指
導者の素質をもった人物を,大衆運動に必要な人
数だけ選ぶことが,不可能ではないにしてもいち
じるしく困難であるという,事実上の制約を受け
る｡
定款の変更｡定款は,農協の営 なむ事業,名
称,地区,事務所の所在地,組合員資格と加入脱
退規定,出資一口の金額と出資口数の最高限度,
経費分担の規定,剰余金と損失の処理規定,準備
金の規定,役員の定数,職務分担,選挙選任の規
定,事業年度,公告の方法などを記載する (法28
条)0
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しかし行政庁は法律にもとづいて,｢模範定款
例｣を定めることができるが (法28条4項),こ
の ｢定款例｣は事実上,農協が準拠しなければな
らないという,法律に準じた拘束力を もってい
る｡そして行政庁の農協にたいする行政指導の基
準となっている｡そのために,農民が任意の意志
をもって定款をつくり,その定款によって農協を
設立して,法律の保護をうけようとしても,また
定款を変更しようとしても許されない｡
農協の規約,共済規程及び信託規程の設定と変
更および廃止｡ここでいう共済規程は生命共済 ･
建物更生共済などの事業の運営基準である｡また
信託規程は組合員から委託された土地 ･不動産の
貸付と売却の事業の運営基準である｡この丙規程
は総会の議決事項にふくまれるが,ともに行政庁
の認可を必要としており,所轄官庁の農林省は省
令 (33号,62号)をもって,規程?記載事項を定
めている｡また共済事業の運営の根本をなす安任
準備金の積立,共済事業財産の運用方法を,省令
(7号,44号)において詳細に定めている｡
信託事業についても,その事業の対象となる物
件を森林,農地,採草放牧地などとして,省令
(32号)をもって定め,さらにこの事業の運営
細目を ｢農地信託規程例｣(1962年農経C第1591
号)をもって定めている｡このために農協の総会
は,両種の事業を営なむかどうかを議決しうるだ
けで,事業をいかに運営するかを任意に議決する
ことは不可能である｡
各事業年度の事業計画の設定と変更｡この事業
計画は,慣例として基本方針,事業方針に大別さ
れ,事業方針は総合収支計画,総合資金計画,令
事業別方針をふくんでいる｡事業計画の議決その
ものについての,行政庁や連合会からの介入はな
いが,事業計画の内容をなす事業量は連合会の
｢要請｣からけっして自由でなく,資金運用方法
も ｢財務処理基準令｣のしめす基準からも自由で
はない｡したがって総会における組合員の議決
紘,限られた範囲にとどまらざるをえないといえ
る｡
経費の賦課および徴収の方法Oここでいう｢経
費｣とは,｢農協法｣(10条第1項の4号,六号,
10号)の定める,｢農作業の共同化その他農業労
働の効率の増進に関する施設｣,｢組合員の生産す
る物資の運搬,加工,貯蔵又は販売｣,｢組合員の
農業に関する技術及び経営の向上を図るための教
育又は農村の生活及び文化の改善に関する施設｣
に要する要用である｡いわゆる営農指導事業,刺
用 ･加工事業および教育事業に要する費用であ
る｡この諸事業のうちの前二者は,戦前は帝国農
会系の町村農会が実施した事業であって,1943年
の農業会設立にともなって,農業会の事業に吸収
され,戦後,農協が農業会の継承団体として発足
するにおよび,農協の事業となったものである｡
そして戦前において,この事業は農民からの賦
課金徴収によって実施されたものであ ったため
に,農協においてもその収支方法が継承されたの
である｡農協の信用,購買,販売の諸事業が,売
買差益方法で収支を構成しているのに比べて特異
であるのは,主としてこの事業の系譜に由来する
ものである｡そしてこのような ｢経費｣の賦課と
徴収は,別に ｢農協模範定款例｣によって規定さ
れ,他の事業部門に賦課することのほかに,｢組
合員に経費を賦課することができる｣(20粂1項)
とされている｡
また ｢財務処理基準令｣は,総合農協の信用事
業の資産の保善と収支の確保のために,他の事業
部門とのあいだに ｢経理の区分｣規定を設けてい
る (第3粂)｡この信用事業についての区分経理
規定は事実上,販売購買の事業部門にも援用され
ている｡そのために,農協の総会が組合員の任意
において,上記の ｢経費｣の負担方法を議決する
ことは,不可能でないにしても,いちじるしく困
難な状況にある｡
貸付金利率の最高限度｡貸付金利の最高限度を
定める ｢利息制限法｣は,元本が10万円以下のは
あいは年2割,10万円以上10万円未満のはあいは
1割8分とするなど,高率の限度規定をおこなっ
てい.る｡そのために,組合員は総会において事実
上,任意に議決することができる｡しかし,最高
利率を低水準におさえて,組合員の負担能力に適
応させるような任意な議決は,農協の経営収支の
確保の要請から拘束される｡とくに ｢財務処理基
準令｣の区分経理の基準にもとづいて,信用事業
部門の損益の明確化が要請されていることを考慮
すると,貸付金利の限度にかんする議決は,組合
員の任意にゆだねられず,農協の企業経営上の要
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請によって拘束されているといえる｡
農協の総会における議決事項にかんして,組合
員がその任意にしたがって議決しうる事項は,い
ちじるしく限定されていて,役員の選出などごく
限られたものでしかない｡したがって形式的に議
決事項とされる農協の事業と経営にかんする事項
は,その法律上の適法性をとりつけるために,紘
会に付議されるにすぎないものになっているとい
えよう｡そして本来,組合員主権の掌中に収 め
て,総会付議事項とすべき事項は,組合員の側か
らみれば空自であるが,その空自は行政庁の法律
的拘束や行政指導,連合会の経営権の行使によっ
て,補噴されているとみることができる｡こうし
た組合員主権から蔀離した農協経営権,農協経営
権の連合会経営権,行政庁監督権-の吸収という
事実の力によって,農協の企業経営は組合員-農
民の利害から自立する傾向を強めている｡
禰論 ･1970年代の農協問題
はじめに｡小論 ｢現代農業協同組合論考｣は,
14年以前の1967年に執筆した文章である｡いま印
刷するに当って通読してみて,論旨を変える必要
を感じなかった｡農協の経営権喪失の状況は一層
深刻なものとなった｡しかし,この十数年間に事
態の変化がなかったわけではない｡変化は次の点
に見出される｡それは十数年以前,1960年代前半
の時期には,農協の経営権を喪失に至らしめる制
約は,主として法制面,連合会の農協に対する指
導面から生じた｡しかし,今日では農協経営の構
造そのもの,そして流通機構としての連合会の経
済的圧迫に由来するものとなった｡これは1970年
代における農協問題の核心である｡
1970年代の農協を考察するに当っては,農業の
変貌,それを上まわって更に深刻な様相を皇する
農家の変貌を除外することはできない｡その変貌
は一言に表現すれば,農家の兼業農家化の現象で
ある｡農家の一般的兼業化に際して,農協は決し
て無力な存在ではなかった｡｢資本家なき資本制
企業｣として農協は,兼業化の促進に積極的に関
与した｡そして一般的兼業の到来した事態に直面
して,農協は旧来の伝統的な経営基盤を喪失する
運命にみまわれた.深刻な事態は,農協は一般的
な兼業化という事態に適合して,新しい経営基盤
を構築することができず,新しい経営方式を生み
出すことができないでいることである｡長野県農
協中央会の経験ある職員が指摘するよ うに,｢農
民が農協から離れたのではなく,農協が農家離れ
をおこした｣という事態である｡この事態は1970
年の農協問題の,もう一つの核心である｡
農協合併と系列化｡1961年公布の ｢農協合併助
成法｣にもとづいて,1978年度までに2391件,
9861組合が合併した｡平均4組合合併であり,組
合員数規模は4倍になった｡総合農協の総数は1
万1586組合から,その39.6%に当る4583組合に減
少した｡大規模農協においては農協は農家から疎
遠の存在となり,連合会への系列化が進んだ｡
准組合員の比重の向上｡農家戸数の減少,兼業
化につれて,農協の正組合員戸数は1961年の5072
千戸から,1973年に5321千戸に増加したが,その
後は減少の一途をたどり,1978年度には5144千戸
になった0177千戸が減少した｡これとは逆に准
組令員(個人と団体)が増加し,1961年の756千組
合員から78年度には2123組合員にふえ,正准組合
員にしめる比重は11.6%から27.1%に増大した｡
正組合員自体の一般的兼業化の傾向と合流して,
組合員の質的変化,非農業化を促進し,農協経営
の基礎を農業から農業外に移行させた｡
役員の減少と職員数の増加｡農協合併の影響も
あって,役員数は1961年の14万9285人から1979年
には8万2194人へ減少した｡そのうち常勤理事は
1万3163人から6330人となった｡他方,職員数は
同じ期間中に14万5642人から28万0412人-と,1.
9倍にふえた｡職員数の増加は,農協の事業分野
の拡大,事業量の増加によるもので,のちにみる
ように事業量は職員数の増加をはるかに上まわっ
た｡常勤,非常勤の役員数の減少は,農協の経営
合理化の一側面をなすものであるが,農家との関
係を疎遠にする原因となった｡疎遠な関係になっ
た農家を農協利用者としてつなぎ留めるため,普
た兼業化によって農協利用の時間的余裕を失なっ
た農家に対する利用促進を迫るため,職員数が増
加する結果を生じた｡
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金融,購買事業-の傾斜｡1970年代の農協の事
業面での特徴は,信用事業,共済事業および購買
事業-の傾斜が目立ったことである｡部門別損益
計算結果をみると,黒字部門は信用,共済の2部
門に限られる事情には変りはない｡購買事業の欠
損額は各部門のなかで最も多い｡事業量 の推移
は,まず貯金は1961年度の9832億円が1978年度に
24兆4253億-,24.8倍に増えた｡吸収された貯金
の所得源泉は,70年代前半は主として土地売却代
金であったが,後半には農外所得とくに賃金所得
である｡経済事業の事業量は,購買が1961年度34
51倍から1978年度の3兆7702位に10.9倍となり,
全島の売上額は2兆1235億に達した｡販売は同期
中に7064倍から5兆5282億-7.8倍となり,全段
の売上額は3兆3814億に達した｡全農販売高のう
ち米は2兆3460億であるから,米代金によって購
買事業の代金を確実に回収する関係が成立してい
る｡あるいは政府の米買付数量と自主流通米数量
および生産者米価が,全農購買の代金回収を保証
する関係が成立しているとも云える｡ちなみに農
協の職員配置 (構成比)は1961年に信用23.8%,
共済4.7%,購買28.9%,計57.4%から,1979年に
それぞれ25.8%,5.8%,31.8%,計63.4%に変
った｡購買事業は農協においてほ欠損部門である
が,職員配置でみると重点事業部門である｡この
職員配置は全島の生産,生活資材の農村への売込
みを保証するものである｡
設備膨張と財務の不均衡｡信購販各事業の事業
量増大は,信用店舗,生活店舗,農機整備工場,
農産物の集出荷施設および倉庫などの固定資産の
増大の結果でもある｡農協の固定資産額は1961年
度の933億から1979年度2兆0024億-21.5倍 とな
った｡また,連合会および農協会社など-の外部
出資金も㌘5億から2836億へ10.3倍となった｡ こ
うした有形無形の固定資産の膨張にもかかわ ら
ず,農協と農民の疎遠な関係を反映して出資金の
均衡のとれた調達は望めず,出資金は同期間に
652倍から6216億-9.5倍に増えたにとどまったO
増管の相当部分は配当金の振替えなどによるもの
であって.現在では出資金額をもって,農協と農
家の関係の親密度を表現する指標とみることは困
艶となった｡
連合会資本の蓄抗｡1970年代の農協事業設備の
面での特徴を,経済事業に限って考察すると,つ
ぎの2点を指摘できる｡第1は農協および都道府
県経済連の設備-固定資産を,全農事業が統括し
て駆使する体制が整ったことである｡第2は全農
が固定資産を急増し,同時に外部出資による農協
会社を多面的に設立し,系統経済事業の頂点を形
成したことである｡
第1の特徴にそくして考察すると,各3段階の
経済事業関連の固定資産は,相互に分業,協力す
る関係を形づくり,一つの体系をなすようになっ
た｡その総額をしめすと,1961年度の固定資産は
農協933億,経済連114倍'全島 (全購連,全販連
の合計)40億,計1086億であった｡1978年度には
それぞれ2兆0024億,963億,365億,計2兆1352
位となった.この固定資産額のうちの経済事業関
連分を有機的に結合し,全農事業推進の用に役立
てる体制が出現した｡
第2の特徴にそくして云うと,各3段階の外部
出資の相当額が,農協会社への出資に充当され,
全農が原材料供給や製品販売をつうじて統括する
農協会社体系が成立した｡外部出資は農協 では
1961年度の275億から78年度の2836億へ10.3倍に
ふえ,経済連は44億から456億-10.5倍にふえ,
全農は5倍から144億-27.2倍にふえた｡全農は
その外部出資によって設立した農協会社を基地と
して,経済連および農協の施設,農協会社を統括
し,全農事業を推進する地位を得た｡全農 サ イ
ロ,全農直販,農協牛乳,組合貿易,生鮮食品集
配セソクー.中央計算センター.全農グレイン,
Aコープライン,マルA,全印世田谷青果などが
代表例をなすものである｡全農は農協と経済連を
系列下においた,巨大な総合商社資本であり,普
た加工資本であり,そして持ち株資本である｡
〔あとがき〕小論のうち4章までの文章は1967年
に執筆したもので,いま印刷に付するに当り,捕
論をつけ加えた｡補諭は1970年代における農協の
変化の特徴を,略述したにすぎない｡詳論は他日
を期したい｡(1981年2月10日)
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